
 
 
 

防災に関する人材の育成・活用に係る 
今後の検討事項・論点(案) 

 
 
１． 防災担当職員の人材育成 
   〇対象職員（防災担当職員）の範囲・階層について 
   〇国及び地方公共団体の防災担当職員に求められる能力について 
   〇国及び地方公共団体の防災担当職員のための研修・訓練内容（標

準的な研修プログラム等）について 
     → 国の職員を対象 
       地方公共団体の職員を対象 
     → 既存の関係機関の活用について 
   〇図上訓練の活用について 
 
 
２． 住民等における防災活動のリーダーとなる人材の育成及び

啓発活動 
   〇情報の共有化及びネットワーク作りについて 
   〇自主防災組織、ＮＰＯ、災害ボランティア等のリーダーの養成に

ついて 
     → 行政において実施 
       民間において実施 
   〇初等・中等教育における防災教育のあり方について 
 
 
３． 防災に関する人材の活用 
   〇国と地方公共団体、地方公共団体間等での人事交流について 
   〇発災時における、災害対応経験者、研修受講者等の活用について 
 
 
４． その他 
   〇大学等高等教育機関、研究機関の役割について 

資料４



「防災に関する人材の育成・活用専門調査会」スケジュール（案） 
 
 

日程 項目・テーマ等 
平成１４年 ９月 
 
 
 
 

１０月 
 
１１月 

 
   １２月上旬 
 
 
 
 
 

第１回専門調査会（25 日） 
・専門調査会の設置について 

・論点について 

・委員からの事例紹介 

・今後の進め方について 

 
 
 
 
第２回専門調査会 

・地方公共団体等に対するアンケート結果について 

・委員からの事例紹介 

・標準的な研修プログラム（スケルトン案）について 

・住民等における防災活動のリーダとなる人材の育成

や啓発活動について 

平成１５年 １月 
 
 
     ２月 

 
 
 
 
 
 

３月 

 
 
 
第３回専門調査会 

・標準的な研修プログラム（案）について 

・訓練を通じた人材の育成について 

・防災に関する人材の活用について 

・住民等における防災活動のリーダとなる人材の育成

策や啓発活動の方向性について 

 
第４回専門調査会 

・報告書（案）について 

 

標準的な研修プログラム（案）の検討

地方公共団体等に対するアンケートの実施


